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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 1 1 100.0% 平成３０年度 100 58 58.0%

令和元年度 1 0 0.0% 令和元年度 70 0 0.0%

令和２年度 1 － － 令和２年度 15 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 保健福祉支援部　保健福祉課

 １ 事業名 公衆浴場活用振興推進事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

⺠間公衆浴場の廃業防⽌等による区⺠福祉の向上を⽬指します。

平成３０年度 157 0 0 157

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

51 32.5%

令和元年度 155 0 0 155 0 0.0%

－ － －

・区内の公衆浴場は、平成５年には12軒だったが、平成29年９⽉には３軒に激減しました。
・後継者、⼈材不⾜等の理由による廃業が相次いでいます。
・⺠間浴場が廃業したにも関わらず、１浴場１⽇当たりの平均⼊浴⼈員は、平成21年から増加傾向にありました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 26 － －

その他

平成３０年度 100.0% 157 0 0 0

令和元年度 100.0% 155 0 0 0

令和２年度 100.0% 26 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

本事業は『公衆浴場助成』に統合します。
港区の公衆浴場１⽇当たりの平均⼊浴⼈員は増加傾向にあり、「無料開放デー」「健康⼊浴事業」などの補助事業が一定
の効果を上げていると考えられることから、本事業の⽬的の１つである活用振興については、既存の事業の中で支援を継続し
ていきます。
もう１つの⽬的である⺠間公衆浴場の廃業防⽌については、廃業理由として挙げられる「後継者不⾜」は、経営者の⾃助によ
る部分が大きいと考えます。
廃業防⽌については、現在の浴場数を維持するため、引き続き各浴場と意⾒交換を⾏いながら有効な支援策を検討していき
ます。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

本事業の⽬的である公衆浴場の活用振興については、既存の「公衆浴場助成」事業の中で支援を継続することで対応し、⺠
間公衆浴場の廃業防⽌については、現在の浴場数を維持するため、引き続き有効な支援策を検討していくことから、他の事
業により、事業の⽬的を達成していくため、「統合」評価とします。

港区基本計画、港区地域保健福祉計画、港区高齢者保健福祉計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （２４）区⺠が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ⑤快適で安心できる生活環境の確保

指標２
講演会参加者数

①対　 象　 者︓区内在住・在勤・在学者
②実 施 頻 度︓年１回　※令和元年度は、新型コロナウイルス感染拡大防⽌のため中⽌
③実 施 内 容︓講演会
　　　　　　　　　 （当初は、懇談会開催を予定していたが、浴場経営者の意向により講演会のみの開催となった。）
④利用者負担︓無

指標１
講演会開催回数


